
仕様書 別紙 3 

１ 市加入保険 

区分 ⑴ 建物総合損害共済 
⑵ 市民総合賠償補償保険 

賠償責任保険 補償保険 

申込先 全国市有物件災害共済会 全国市長会 

保険の対象 公有財産の災害による損害 市に国家賠償法、民法上の損害賠償責任が

生じたことによって被る損害 

市が主催・共催する行事（活動）及び社会

奉仕活動（ボランティア活動）の遂行に起

因する住民等第三者が死亡又は身体障害

若しくは入通院を伴う傷害 

対象の範囲 市が所有、管理又は使用する財産 

① 建物 

② 工作物 

③ 動産 

【対象施設】 

市が所有、使用又は管理する施設（施設敷

地、敷地内の付属施設、かつ施設及び付属

施設内の動産を含む） 

※ 対象外の施設 

① 医療施設 

② 住宅施設 

③ 学校施設・保育所（児童福祉法に定め

るもの） 

④ 上・下水道施設 

⑤ 道路 

【対象業務】 

① 施設の保守管理業務 

・清掃、保守、点検、修理等の業務 

・利用者の受付、誘導、事故の際の避難等

に業務 

活動に参加中の者すべて 



区分 ⑴ 建物総合損害共済 
⑵ 市民総合賠償補償保険 

賠償責任保険 補償保険 

対象の範囲 

（続き） 

 ・利用者に対する利用上の注意指導等業務 

・その他施設運営上必要な業務 

② 社会福祉業務 

③ 社会教育業務 

④ 社会体育業務 

・市の主催するスポーツ行事実施業務行為 

・市の体育指導委員の体育指導業務行為 

⑤ その他業務 

 

対象となる 

損害・事故 

① 火災による損害 

② 落雷による損害 

③ 破裂又は爆発による損害 

④ 建物、工作物又は屋外動産の外部から

の物体の落下、飛来、衝突又は倒壊によ

る損害 

⑤ 車両の衝突又は接触による損害 

⑥ 騒じょう若しくは労働争議又はこれ

らに類似の集団示威行動に伴う暴行に

よる損害 

⑦ 破壊行為による損害 

⑧ 風災又は水災による損害 

⑨ 雪災による損害 

⑩ 土砂崩れによる損害 

次に起因した、住民等第三者の生命もしく

は身体障害、または財物を滅失、毀損もし

くは汚損（財物損壊） 

 

① 市が所有、使用、管理する施設の瑕疵

（欠陥） 

② 市が所有、使用、管理する施設の管理

業務遂行上の過失 

③ 市の自治体業務遂行上の過失 

④ 市が福祉施設、保養施設並びに放課後

子どもプラン等において生産販売又は

提供する自治体生産物 

次の活動中の急激性、偶然性、外来性をす

べて満たす事故 

 

① 市が主催・共催する社会体育活動、社

会教育活動、社会福祉活動、生涯学習活

動 

② その他市が主催・共催し、住民が参加

する行事等 

③ 社会奉仕活動（ボランティア活動） 



区分 ⑴ 建物総合損害共済 
⑵ 市民総合賠償補償保険 

賠償責任保険 補償保険 

指定管理者 

への適用 

－ ○ ○ 

市が所有する施設であるため市が対応 指定管理者が負うべき賠償責任について、

指定管理者を被保険者とみなし対象（平成

23年改正） 

※指定管理者が独自で実施する自主事業

は対象外 

市が主催する行事が対象になることから、

市が仕様書で提示した指定管理事業は対

象 

 

※指定管理者が独自で実施する自主事業

は対象外 

 

２ 市加入の市民総合賠償補償保険の支払限度額 

契約類型 ⑴ 賠償責任保険 
⑵ 補償保険 

死亡・後遺障害保険金 入院補償保険金 通院補償保険金 

５型② 【Ｄ型】 

身体賠償 1名につき  1億円 

     1事故につき 10億円 

財物賠償 1事故につき 2,000万円 

1口：死亡 100万円、後遺障

害 4％～100％ 

※5口加入 

入院日数に応じ 1 万円～15

万円 

通院日数に応じ 5千円～6万

円（通院日数 1日～5日は 5

千円） 

 


